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事業所 得に関 して 、OECD モデル条約 （第7 条 ） は 他 方 の 国 で 恒 久 的 施設 （permanentestablishment)
を通じて事業を行う場合、他方の国がその恒久的施設に帰せられる部分に対しての
み租税を課す ことが出来るとする。 これを帰属主義（attributablemethod ） とい う。
しかし、わが国の法人税法上、外国法人の課税標準は国内に支店、工場その他の事業を行 う一定
の場所を有する場合にはすべての国内源泉所得に係る所得の金額とする（法法141 ）。これは帰属主







モデ ル条約 （ 第5 条） は、事業 の管理 の場所 （aplaceofmanagement) 、支店（abranch
）、事務所（anoffice ）、工場（afactory ）、作業場（aworkshop ）、鉱山、石油又は天然ガス











































































事業の場所（fixedplaceofbusines ）とい う概念は、事業活動に利用される土 地、建物、施設又は設
備を 意味するが、もっぱら事業 の目的に利用 されているかどうかは関係がない。したがって「ある
事業活動にとって、利用可能な土地建物がないか又は必要としなくても事業 の場所は存在するかも
しれない。つ まり、自由に利用で きる一定 の空間があるだけ で事業 の場所 とな る場合もある。］（13)
さらに、土地建物、施設又は設備が所有されているか、賃借されているかは恒久 的施設（PE ）
の認定には関 係がなト 。事業の場所は市場 の特定の場所（apitchinamarketplace ）に設置される
かもしれないし、また保税倉庫（Customsdepot ）の一定 の場所に設置されるか もしれない。それが
実質的に事業の場所であれば、恒久的施設（PE ）となる。
恒久的施設とは、「事業 の場所が固定されていなけ ればならないから、単に一時的な ものではなく、
事業 の場所がある程度恒久性をもっていれば恒久的施設 が存 在する と考えら れる ことになる。」(14)
一 時的目的で設けられたものは恒久的施設とはならないが、納税者の死とか投資 の失敗 （deathoftaxpayer,investmentfailure
） により早期に解散したような場合は極めて短期間であっても恒久 的
施設（PE ） となる。

























恒久的施設 （PE ）は、一定の場所で事業を開始するときから存在する。事業を開始す るまでの
準備期間におけ る活動は、その一定 の場所が恒久的 に効用をもたらす事業活動 と本質的に異なる限
り恒久的施設とはみな されない。
「恒久的施設は、事業の一定の場所の処分、事業 の一定の場所におけ る活動の停 止によって消滅
す る。」9しかし、二時的中断は事業閉鎖とはみなされない。仮に、事業 の一定の場所 が賃貸 される
なら、そ の一定の場所は賃借者の事業活動に効用を もたらすことになるので一時的 な中断とされる。OECD
モデル条約第5 条の3 は、建 築工 事現 場(buildingsite ） 又は建設 若 し くは 据付工 事
（constructionorinstallationproject) は、12 ヵ月を超える期間存続する場合に限 り恒久的施設（PE
） となると規定する。 コメンタV ーに よると、 この建築現場又は建設若し くは据付工事には、建
物建設だけ でな く道路、橋、輸送管、発掘及び浚渫が含 まれる。 また、設計（planning ） 及び管理(supervision
）が契約上の請負工事者に よって行われるのであれば、設計及び管理 も恒久的施設に
含 まれる。しかし、設計及び管理が別の企業 によって専門的に行われるのであれば、設計 及び管理
は恒久的施設に該当しない。





























































ているといえる。なぜ なら、これらの売却後 の組織 は顧 客 と 相対 応す る(vis-a-visitscustomers)
企業の用役提供の必要で且つ重要な部分を担っているからである。かかる活動は単な




























































テリトリアルシステムとは、「居住地国が居住地国内で生じた所得に対して課 税す るが、 外国源
泉所得 のすべてを課税から除外することを許容するものである。」(27）税額控 除方式 は、「居 住地国は
















































































ノルウェー（Norvege ）、イギリス（Royaume-Uni ）、スウェーデン（Suede ）との租税条約で利子及
び使用料（surlesinteretsetlesroyalties）の源泉税をゼロとし、親会社への配当源泉（versesalasocietemere
）についてはドイツ（Allemagne ）10％、オーストリア（Autriche）5 ％、ベルギー
（Belgique）b ％、デンマーク（Danemark ）0% 、スペイン（Espagne ）5% 、フランス（France）5
％、イタリー（Italie）5 ％、ルクセンブルグ（Luxembourg ）2.5 ％、 ノルウェー（Norvege）O
％、ポーランド（Pologne）0% 、イギリス（Royaume-Uni ）5% 、スエーデソ（Suede ）0 ％、






































































（31) 渡辺淑夫『外国税額控除一国際的二重課税排除の理論と実務』同文舘，1997 年，10 頁。
（32 ）五味雄治・大崎満『国際取引課税－その理論と実務－J 財経詳報社，1996 年，328 頁。
（33 ）渡辺淑夫，前掲書，211 頁。




第14 号），1996 年，32 頁。
（38）大崎満『国際的租税回避－そ の対抗策を中心としてー』大蔵省印刷局，1990 年，53 頁。
（1998 年12 月11 日受 理）
